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事務事業進捗報告シート
59 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 各種大会出場助成事業 事業期間 昭和

基本事業 競技スポーツの推進

事業概要・目的
佐賀市在住の小中学校の児童⽣徒が学校教育活動の⼀環として⾏われる部活動等で九州または全国大会に
出場した場合、その経費の⼀部を助成することで保護者の負担を軽減するとともに、競技⼒・技術⼒の向上を図
る。

事業の対象者 佐賀市在住の小・中学校の児童・⽣徒で各種大会に出場するもの

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 27誰もが親しめる市⺠スポーツの充実

令和2年度531,000円　４件（うち1件は全国大会）
※新型コロナウイルス感染症のため、九州中学校体育大会、全国中学校体育大会については中止。吹奏楽連
盟主催のアンサンブルコンテストは実施されてたため、出場校へ補助を⾏った。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 531

　　事業総額 531

成果指標① 単位

各種大会出場補助⾦申請件数 件

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

4
50 50 50 50

成果指標② 単位

九州大会補助申請者のうち全国大会に出場した割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

当事業を⼀層効果的なものにするためにも、補助対象競技種目、大会及び補助額等を随時⾒直していく。

25
35 35 35 35
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 教職員用情報機器整備事業 事業期間 平成

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的
小中学校における校務の情報化を推進し、教職員が校務に費やす時間を短縮することで、児童⽣徒と向き合う時
間を増やし、こどもに寄り添ったきめ細やかな教育の実践を図る。そのために、市⽴小中学校の教職員に1人１台の
校務用情報機器を整備して維持管理を⾏う。

事業の対象者 佐賀市⽴小中学校の教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・ＩＣＴ利活用教育係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

全小中学校(53校)における教職員用端末の維持管理、学校ヘルプデスクの配置
教職員用情報システムの更新にむけた設計業務を委託令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 167,782

　　事業総額 167,782

成果指標① 単位

授業にICTを活用して指導ができる教員の割合 %

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

84.2
86 88 90 92

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

教職員に向けたICT機器の利活用方法などの研修の充実を図る。

80
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94

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0
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1
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R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
11 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 スクールカウンセラー活用事業 事業期間 平成

基本事業 いじめ、不登校等対策と特別な配慮を必要とする児童⽣徒へのきめ細やかな教育の充実

事業概要・目的
小中学校での不登校の増加による教育相談事業の重要性に鑑み、全ての市⽴小・中学校に専門的な知識・経
験・資格（臨床⼼理⼠等）を有するスクールカウンセラーを配置し、児童⽣徒や保護者の教育相談を⾏う。また、
校内研修の機会などを通じて、講話・演習等を依頼し、教師のカウンセリング能⼒の向上に努める。

事業の対象者 市⽴小・中学校児童⽣徒、教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

・令和２年度　市内全１８中学校に２７６０時間スクールカウンセラーを配置した。
　　　　　　　　　市内全３５小学校に２１４０時間佐賀県スクールカウンセラーを配置した。
・令和元年度　市内全１８中学校に２７６０時間スクールカウンセラーを配置した。
　　　　　　　　　市内全３５小学校に２１４０時間佐賀県スクールカウンセラーを配置した。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 7,516

　　事業総額 11,107

成果指標① 単位

SCによるカウンセリング人数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

4,727
5,000 5,000 5,000 5,000

成果指標② 単位

研修会及び授業等での活用数 回

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

⻑期休業中を中⼼にスクールカウンセラーによる研修の機会を設け、児童⽣徒に対するきめ細やかな教育の充実につなげる。また、⼀
人でも多くの方にスクールカウンセラーを活用してもらえるように、校内体制づくりや保護者、児童⽣徒への周知を継続して⾏う。

176
180 180 180 180

4400

4600

4800

4000

4200

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

170

174

180

184

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
7 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 不登校対策事業 事業期間 平成

基本事業 いじめ、不登校等対策と特別な配慮を必要とする児童⽣徒へのきめ細やかな教育の充実

事業概要・目的
教育⽀援センター「くすの実」を設置・運営し、⼼理的要因で登校できない状態にある児童⽣徒に対して、社会的
⾃⽴を促し、集団⽣活に適応する⼒を育むことを目指す。また「サポート相談員」６名を配置し、不登校児童⽣徒
の家庭を訪問して不安の解消を図る。

事業の対象者 不登校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

不登校対策の拠点として学校との連携を密にしながら、常に児童⽣徒や保護者に寄り添い、計１０５名の児童
⽣徒の⾃⽴に向けて指導・⽀援を⾏った。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 2,467

　　事業総額 2,467

成果指標① 単位

不登校の状況に改善が⾒られた児童⽣徒の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

24.7
25 30 30 30

成果指標② 単位

サポート相談員の家庭訪問数 回

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

今年度より教育⽀援センター「くすの実」の実施要項を⾒直し、入級対象を佐賀市内に現住所を有し、国⽴・県⽴・私⽴学校等の
小・中学校に在籍する児童⽣徒で、「くすの実」における指導が効果的なものとし、市⽴小中学校以外からの入級も可とした。また、
学校とサポート相談員が情報交換を密にし、担当校における⽀援体制の充実を図る。

3,400
4,000 4,000 4,000 4,000

0
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R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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目標 実績
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 学校問題解決サポート事業 事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的

学校、教育委員会、学校問題サポート指導員、専門チーム、関係機関による学校サポートチームを整備し、問題
⾏動を含め保護者への対応など学校の諸問題の解決にあたる。スクールサポーター（警察官ＯＢ）の学校配
置、児童⽣徒の相談・指導を⾏う。また、学校問題解決のため関係機関とも連携しながら、各分野での経験と知
識をもとに学校における少年の非⾏防止や児童等の安全確保等に対する指導・助⾔を⾏う。

事業の対象者 学校内で問題⾏動を起こす児童・⽣徒及び⽣徒指導に対応する教職員、また、過度の要求を⾏う保護者等

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

諸問題に対応するサポートチームを整備し、問題解決にあたった。佐賀市を３地区に分け、各１名スクールサポー
ターを常駐させた。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 7,006

　　事業総額 7,006

成果指標① 単位

「児童⽣徒が楽しく小中学校に通っている」と感じている市⺠の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

79.5
79.6 79.7 79.8 79.9

成果指標② 単位

％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

多様化、低年齢化する問題⾏動や解決が難しい学校や家庭の問題等に対応するため、学校を取り巻く地域や関係機関（佐賀警
察署、児童相談所など）との連携を図り、学校の実態に応じてきめ細かく対応することで事業を実施し問題解決を図っていく。
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79.4

80

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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目標 実績
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事務事業進捗報告シート
24 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 不登校児童⽣徒⽀援事業 事業期間 平成

基本事業 いじめ、不登校等対策と特別な配慮を必要とする児童⽣徒へのきめ細やかな教育の充実

事業概要・目的

不登校児童⽣徒を⽀援するために、特定非営利法人スチューデントサポートフェイスへ次の業務を委託し実施す
る。
①不登校及び不登校傾向の児童⽣徒の家庭を訪問し、引きこもりがちな児童⽣徒の⽣活空間を広げたり、学習
の遅れを取り戻すための⽀援を⾏う。

事業の対象者 別室登校・完全不登校の児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

別室登校の児童⽣徒が在籍する小中学校２４校に学習⽀援員２１名を配置し、別室での対応計１３，３
１９回、教室での対応計３，２１４回、家庭訪問計９８０回を⾏った。また、引きこもりがちな児童⽣徒１６
名に対して、ＩＣＴ⽀援員１５名で計４０７回の訪問⽀援による対応をした。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 59,095

　　事業総額 59,095

成果指標① 単位

学習⽀援員による別室での対応で改善が⾒られた児童⽣徒の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

75
75 75 75 75

成果指標② 単位

ICT訪問⽀援員の訪問⽀援回数 回

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等
学習⽀援員配置希望があった学校に対し、１校でも多くの学校に学習⽀援員を配置できるようにする。学習⽀援員の活用について
はＳＳＦ・学校・学習⽀援員との連携を継続し、不登校及び不登校傾向の児童⽣徒の⽀援の状況把握をしながら⾏うようにする。
完全不登校状態の児童⽣徒には、ＩＣＴ学習⽀援等をきっかけに、対⾯での対応やＩＣＴ機器を活用した学習へと進めることが
できるように対応していく。

407
410 410 410 410

0

40

100

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

404

406

408

410

412

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
63 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

939393

小中学校に外国語指導助手（ALT）を配置し、実際の⾔語活動においてALTを活用することで、⽣きた英語の
中でコミュニケーション能⼒の向上を図る。新学習指導要領に準じた教育活動が展開されるよう、ALT委託業者及
び各学校への指導・助⾔を⾏う。

令和３年度
事務事業名 ＡＬＴの活用推進 事業期間 昭和

事業の対象者 小中学校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的

外国語指導助手（ＡＬＴ）１２名をすべての小中学校に配置した。令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
R4年度 R5年度 R6年度

　　事業総額 51,600
うち佐賀市の
負担額 51,600

13,02813,02813,798

区分 R2年度 R3年度

目標

実績 実績

目標

成果指標① 単位

ＡＬＴの授業を受けた児童⽣徒数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6

13,198

実績 実績 実績 実績

13,028

実績 実績

93

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等
令和２年度から小学校、令和３年度から中学校で、新学習指導要領が実施となった。小中学校ともに、１学級当たり２週間
（3，4，5年⽣については３週間）に⼀度の定期的な配置を⾏っている。ALTと触れ合うことで英語により親しんだり、国際理解も
深まることが期待できる。小学校では、英語を使ったコミュニケーションの必然性のある授業づくり、中学校では⽣徒が英語を話す場⾯
設定の際に必要であり、パフォーマンステストなどでも⽋かせない。そのための研修を英語科及びALT研修会で⾏っていく。

92.3

学校の授業などの中で重要だと思うもののうち外国の⽂化や外国語を楽しく教えてくれる授業と回答した割合 ％

R2 実績 R3
目標

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

成果指標② 単位

R4
目標

R5
目標

R6

12400

13000

13400

14000

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

91.4

92

92.4

93

93.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
15 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 特別⽀援教育推進事業 事業期間 平成

基本事業 いじめ、不登校等対策と特別な配慮を必要とする児童⽣徒へのきめ細やかな教育の充実

事業概要・目的
発達障がい等の様々な障がいにより特別な⽀援を必要とする児童⽣徒について、その特性に応じたきめ細かな指
導を⾏うため、通常学級に⽣活指導員（会計年度職員）、特別⽀援学級に特別⽀援学級⽀援員（会計年
度職員）を配置する。また、医療的な配慮が必要な児童の⽀援として⼦どもアシスタントを配置する。

事業の対象者 市⽴小中学校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・特別⽀援教育係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

○⽣活指導員が⽀援を⾏った児童⽣徒数
　令和２年度…小学校３１４人、中学校６８人、合計３８２人
○特別⽀援学級⽀援員が⽀援を⾏った児童⽣徒数
　令和２年度…小学校２５４人、中学校２０人、合計２７４人

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 208,705

　　事業総額 208,705

成果指標① 単位
障がいのある⼦どもたちへ教育的ニーズに応じた教育を進めていると思う市⺠の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

37
45 47 50 53

成果指標② 単位
障がいのある⼦どもたちへ教育的ニーズに応じた教育を進めていると思う保護者の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等
・成果指標⓵については、本係の事業や各学校の取組を佐賀市のHPに定期的に掲載していく取り組みについて検討したい。
・成果指標②については、特別⽀援学級在籍者数が令和３年度９４４人に増加することから目標値を７０％に下方修正すると
同時に、⽣活指導員や特別⽀援学級⽀援員への研修や特別新教育コーディネーター研修を充実させ、各学校の⼦どものニーズに
応じた教育を推進していきたい。

68
70 70 70 70

0

20

40

60

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

66

68

70

72

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 発達障がい児相談室運営事業 事業期間 平成

基本事業 いじめ、不登校等対策と特別な配慮を必要とする児童⽣徒へのきめ細やかな教育の充実

事業概要・目的
発達障害時相談室（ひまわり相談室）において、発達障がいのある⼦どもが学校や家庭で安⼼して⽣活できるよ
う、保護者と学校関係者を交えた相談業務を⾏う。⽀援についてのガイドラインを提⽰することにより、⼦どもの困り
感を減らし学校⽣活への適応を図る。

事業の対象者 市⽴小中学校児童⽣徒・保護者・教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・特別⽀援教育係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

〇ひまわり相談室における延べ相談回数・人数
　令和元年度…１４２回・２０８人
　令和２年度…１１０回・１６９人

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 9,555

　　事業総額 9,555

成果指標① 単位
障がいのある⼦どもたちへ教育的ニーズに応じた教育を進めていると思う市⺠の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

37
45 47 50 53

成果指標② 単位
障がいのある⼦どもたちへ教育的ニーズに応じた教育を進めていると思う保護者の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

・　「障がいのある⼦どもたちへの教育的ニーズに応じた教育を進めていると思う市⺠の割合」「障がいのある⼦どもたちへの教育的ニー
ズに応じた教育を進めていると思う保護者の割合」については、本事業の取組を佐賀市のHPに紹介し、広く市⺠、保護者に周知して
いく。

68
70 70 70 70

0

20

40

60

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

66

68

70

72

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
30 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 日本語指導⽀援事業

事業の対象者 市⽴小中学校児童⽣徒及び保護者、佐賀市在住の外国にルーツをもつ就学前の幼児

うち佐賀市の
負担額 18

　　事業総額 18

事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的

佐賀市に在籍する日本語指導等が必要な児童⽣徒の数は年々増加しており、日本語でのコミュニケーションが困
難な児童⽣徒、保護者が多くいる。
その児童⽣徒や家族との連携を学校がスムーズに⾏えるよう、日本語指導者を派遣し、学校と留学⽣双方の困難
感を解消させる。

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

⽀援が必要な児童⽣徒やその家族に対して、個人懇談や進学説明会等の⾔語理解が不可⽋な場⾯において日
本語指導者を派遣した。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

成果指標① 単位

日本語指導者を派遣した回数 件

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

4
4444

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

日本語指導等は県国際交流協会で対応していただいているが、対応件数の増加により、全て県の事業では対応が難しくなっている。
⽀援が必要な児童⽣徒やその家族に対して、学校⽣活がスムーズに⾏えるよう、日本語指導者を派遣し困難感を解消させる。

0

2

4

6

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0

0.4

1

1.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
6 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

受け入れ可能な⾥親の減少等により運営が難しくなってきてはいるものの、地域住⺠等の協⼒を得て、事業を継続することができてい
る。今後は従来の⾥親方式から家族(親⼦)留学方式への移⾏も検討する。今後も広報等により留学⽣の確保を図りたい。

100
100 100 100 100

成果指標② 単位

北⼭東部小学校児童（⻑期留学児童含む）の満⾜度 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

短期⼭村留学⽣満⾜度 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

ー
100 100 100 100

うち佐賀市の
負担額 920

　　事業総額 920

・地域全体で⼦どもたちを⾒守り、育てていく意識の醸成を図り、受け入れ側の児童も含めた教育効果の向上と地
域の活性化に寄与した。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 ⻑期⼭村留学児童、北⼭東部小学校児童

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 25家庭・地域・企業等の教育⼒の向上

令和３年度
事務事業名 ⼭村留学助成事業 事業期間 平成

基本事業 ⼦ども・若者の健全育成

事業概要・目的
地域全体で⼦どもたちを⾒守り、育てていく意識の醸成を図る。また、少人数の児童間における人間関係に変化を
期待する。
事業実施主体であるやまばと⼭村留学実⾏委員会に対し、補助⾦を交付する。

0

40

100

140

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0

40

100

140

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
21 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

県からの補助事業であり、事業の実施は学校で決定されるため大きく変動することはない。
積極的に申請するよう事業を周知するとともに、エネルギーに関して理解を深められるよう内容についてよく考慮するよう指導する。

94.5
90 90 90 90

成果指標② 単位

エネルギーに関して理解を深めた児童⽣徒の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

当事業を活用してエネルギーに関して学んだ児童⽣徒数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

544
400 400 400 400

うち佐賀市の
負担額 0

　　事業総額 338

平成３０年度︓小学校１校、中学校２校がエネルギーに関する教材を購入
平成３１年度︓小学校５校がエネルギーに関する教材を購入
令和２年度︓小学校５校がエネルギーに関する教材を購入

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 小中学校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

令和３年度
事務事業名 エネルギー教育⽀援事業 事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 県からの補助を受け、児童⽣徒がエネルギーについての理解を深めるため、関連教材の購入や施設の⾒学を⾏う。

0

200

400

600

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

84

90

94

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
23 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

96969696

実績
R5

目標
R6

目標

実績 実績 実績

成果指標② 単位

令和３年度
事務事業名 ふるさと学習⽀援事業 事業期間 平成

事業の対象者 佐賀市⽴小学校に在籍する４年⽣及び６年⽣

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的
⼦どもたちに佐賀市の⾃然、歴史、⽂化、公共施設のよさや地域の先人の活躍について⾒学や体験を通して理解
してもらい、郷⼟佐賀を愛する⼼を育てるために、小学校４年⽣と６年⽣の全学級を対象に、貸切りバス等借り
入れのための予算配当を⾏う。

佐賀市内すべての小学校に貸切バス等借り上げの予算を配当し、⾃然、歴史、⽂化関係施設、公共施設の体
験活動や⾒学を⾏った。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業総額 5,912
うち佐賀市の
負担額 5,912

成果指標① 単位

佐賀市にはよい街にする為の施設等があると思う小４の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

92.3
95959595

佐賀市が取組んでいる「世界遺産登録された三重津海軍所跡」「ラムサール条約に登録された東与賀⼲潟」「バイオマス」の⾒学を
積極的に推進する。各学校に郷⼟学習資料「さがの人物探検99＋you」の活用の推進を図る。また、事業の取組状況や児童の感
想等を学校からの便りやHP等で保護者・地域住⺠に広報する。

95.6

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

佐賀市には誇れる歴史・⽂化施設があると思う小６の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

90

92

94

96

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

94

94.4

96

96.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
26 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 放課後等補充学習⽀援事業 事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 中学校において、学習内容や学習習慣の定着が図られていない⽣徒のため、地域の人材等を活用し、放課後や
⻑期休業中に補充学習を⾏うことにより、学習への意欲付け、基礎学⼒の定着、学習習慣の確⽴を図る。

事業の対象者 放課後等補充学習参加⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

・市内１８中学校全てに、放課後等補充学習のための時間を１２４時間確保した。
　各学校の実情に応じて、教科や期間、人数を設定し、学習指導を⾏った。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 2,875

　　事業総額 6,422

成果指標① 単位

補充学習に意欲的に取り組んでいると肯定的に答えた⽣徒の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

91.7
92 92 93 93

成果指標② 単位
補充学習の時間は⾃分のためになると思うと肯定的に答えた⽣徒の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

・今後も継続して、市内１８中学校全てに、放課後等補充学習のための時間を１２４時間確保する。
　また、市独⾃に２５時間を８校に配当し、各学校の実情に合わせた弾⼒的な運営を⾏うことができるようにする。

96.6
97 97 97 97

91

92

93

94

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

96

96.4

97

97.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 教科等研究会研究委託事業 事業期間 昭和

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的

佐賀市の教育における課題解決のために、学校内の研修だけでなく、学校を超えて各教科等部会を組織し、それ
ぞれの教科で学習指導要領の趣旨を踏まえた喫緊の教育課題について研究テーマを設定し、事例研究や授業研
究会を実施して研究協議を⾏う。加えて、指導方法の⼯夫・改善及び指導内容の充実を図るなど、小・中学校
教育の⼀層の充実を図る。

事業の対象者 小中学校教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

２７部会それぞれにて、各教科について課題や指導⼒向上のために研修会を開催した。令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 2,025

　　事業総額 2,025

成果指標① 単位

研究成果についての報告件数 件

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

27
27 27 27 27

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

年々変化する教育課題へ対応するため、部会は随時⾒直し、再編・新設を⾏っていく。研究成果については、研究発表会等で広く
教員に共有されるようにする。今後は、業務改善を図るために会議や研修会等の回数を減らしながらも、研究・実践の内容をより⼀
層の充実を図っていく。
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20

30

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0

0.4

1

1.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

記入不要
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事務事業進捗報告シート
21 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 到達度等調査研究事業 事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 市内小学校の児童の学習到達度や学習状況等を調査・分析し、指導法改善や児童理解に⽣かすことで、全市
的な学⼒向上の取り組みを⾏う。

事業の対象者 市内小中学校の児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

・ＱＵテストを小中学校全学年で実施。
・学⼒調査を小学校２，３年⽣で実施。
・知能テストを小学校３年⽣、中学校１年⽣で実施。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 5,340

　　事業総額 5,340

成果指標① 単位
「基礎学⼒を⾝につけさせるよう授業を⼯夫していると思うか」と感じている市⺠の割合 %

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

79
80 80 80 80

成果指標② 単位

⽣徒（中学２年の１２⽉段階）の学⼒⽔準 ポイント

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

県が悉皆調査で⾏っている佐賀県学習状況調査や、全国学⼒・学習状況調査と合わせて到達度診断のデータとして用い、指導方
法の⼯夫・改善や基礎学⼒、活用⼒の向上に⽣かしている。今後は学年間や小中の連携の手⽴てについても検討する必要がある。

0.74
0.80 0.81 0.82 0.83

78

79

80
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R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0.64

0.7

0.74

0.8

0.84

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 研究指定校委嘱事業 事業期間 昭和

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的
佐賀市教育の推進に関する研究を学校に委嘱し、教育課題の解明に努め、本市教育の発展を図る。そのため、
佐賀市研究委嘱校の指定（原則２年間）を⾏い、その成果を研究発表等で広く公開する。また、国や県の研
究指定も併せて⾏い、佐賀市の教職員のより⼀層の資質向上を目指す。

事業の対象者 市内小中学校の教員数

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

【令和２年度】
１年次　⾦⽴小、昭栄中、城⻄中、大和中、東与賀中、思⻫中、思⻫小
２年次　⻄与賀小、成章中、⾚松小、諸富中、諸富北小、諸富南小
単年度　神野小、本庄小
以上の１６校に研究を委嘱

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 1,100

　　事業総額 3,000

成果指標① 単位

研究委嘱校数 校

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

15
13 13 13 13

成果指標② 単位

研究成果を公表し、成果を広めた回数（校数） 回

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

国や県の研究指定に併せて、佐賀市研究委嘱校も指定を⾏い、その成果を研究発表等で広く公開することを継続していく。また、
公開授業のみ、授業研究会、外部講師による講演、オンラインによる公開など、研究発表の公開についても⼯夫し、佐賀市の教職
員のより⼀層の資質向上を目指す。

13
13 13 13 13
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目標 実績
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目標 実績

18



事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 学校経営方針の明確化と学校運営の改善事業 事業期間 昭和

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的
学校経営・運営の中枢である校⻑、副校⻑、教頭、事務⻑、主幹教諭、教務等の研修会を実施し、学校経営
方針に沿った校務運営の体制整備と充実を図る。また、学校経営方針や教育活動について保護者、市⺠等に広
く知らせるため、学校案内パンフレットを作成する。

事業の対象者 管理職及び主幹教諭、教務主任等、市⺠

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

学校経営・運営における研修会の実施　校⻑会・教頭会、教務主任会への研究の委託　学校パンフレットの作成令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 2,471

　　事業総額 2,471

成果指標① 単位

学校案内パンフレット作成・配布部数 部

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

31,250
31,250 31,250 31,250 31,250

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

学校経営方針は、PTA総会や研修会、地域の会合での説明、HP、紙媒体など様々な方法で発信をしているが、その認知度は８
割程である。今後、学校に対する市⺠の関⼼をさらに⾼めていくよう広報の方法等に改善の必要がある。
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20000

40000

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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0.4
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1.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

記入不要
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事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 教育研究所運営事業 事業期間 昭和

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的

佐賀市教育研究所において、教育界の動向及び佐賀市の喫緊の課題を捉えた調査・研究を⾏う。特に市の課題
に対しては、グループ研究部を組織し、顧問を２名、所員を２０名程度委嘱して年間７回程度の研究所員会を
開催し、研究を深めていく。また、個人研究を募集し、それぞれの課題に対する研究を深め、論⽂執筆を⾏う。その
成果については、ホームページによって広く公開する。

事業の対象者 佐賀市⽴学校教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

○外国語・外国語活動部会（顧問１名、相談役２名、所員１１名）全体研究会２回、研究授業４回
○プログラミング教育部会（顧問１名、所員４名）全体研究会２回、研究授業４回
○個人研究（８名）研究⽴案、授業実践、研究論⽂を執筆。中間発表などで互いの研究を共有した。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 6,057

　　事業総額 6,057

成果指標① 単位

研究成果の報告件数 件

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

25
20 20 20 20

成果指標② 単位

⽣徒（中学２年１２⽉段階）の学⼒⽔準 ポイント

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

新学習指導要領の理念に沿った教育を推進していくためには、新たな研究・実践の推進が必要である。教育研究所での研究を通し
て、各所員が成⻑しているという効果もまた大きい。今後は、研究成果を積極的に活用できるような成果の伝え方を考えていくことで、
研究成果の報告件数を伸ばし、指導⼒の向上につなげ、学⼒向上に資する。

0.74
0.80 0.81 0.82 0.83

0

10

20

30

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0.64

0.7

0.74

0.8

0.84

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 学校職員安全衛⽣管理事業 事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 教職員の精神疾患の増加傾向が顕著であるため、佐賀市⽴小中学校の安全衛⽣管理体制を整備することによ
り、教職員の健康の保持増進やメンタルヘルスの保持、精神疾患の防止を図る。

事業の対象者 佐賀市⽴小中学校職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

・各学校において衛⽣委員会、健康管理委員会を、市教委において学校統括安全衛⽣委員会を開催。
・精神科医による教職員健康相談や、教職員対象のメンタルヘルス研修会を開催。
・教職員を対象に、労働安全衛⽣法に基づくストレスチェックを実施。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 1,292

　　事業総額 1,292

成果指標① 単位

精神疾患の診断（１⽉以上）を受けた教職員数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

7
5 5 5 5

成果指標② 単位

⼀般疾患の診断（１⽉以上）を受けた教職員数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

衛⽣・健康管理委員会を年２回以上、研修会等も含めて３回以上、学校で開催するよう校⻑会等で周知を徹底し、年間開催計
画の提出を依頼し、計画的に委員会や研修会を⾏うようにしている。また、悩みを抱える教職員が精神科医によるカウンセリングを受
けやすいよう周知の⼯夫を⾏う。

19
15 15 15 15
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目標 実績

0
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R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
24 ~ 2

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 学校業務改善推進事業 事業期間 平成 令和

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 児童⽣徒と向き合う時間の確保及び多忙化の解消のため、業務改善策を検討・実施し、事務負担軽減を図り、
きめ細かな教育指導の充実につなげる。

事業の対象者 佐賀市⽴小中学校教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

・各学校ごとに業務改善に関する取り組みを実施。
・業務改善検討委員会を開催。令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 ー

　　事業総額 ー

成果指標① 単位
超過勤務時間1⽉あたり80時間以上の教職員の割合（小学校平均） ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

0.5
0.5 0.5 0.5 0.5

成果指標② 単位
超過勤務時間1⽉あたり80時間以上の教職員の割合（中学校平均） ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

各学校にて⾏われている業務改善の取組については、学校ごとに設定された目標値をほぼ達成しているため、これまでに実施された
業務改善に関する取り組みについて今後も継続して⾏うとともに、新たな業務改善策について検討する。

4
4 4 4 4

0

0.2

0.4

0.6

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0

2

4

6

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
14 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 学校フリー参観デー開催事業 事業期間 平成

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 市内各小中学校において、授業や給⾷など教育活動の参観を保護者だけでなく、広く市⺠にも開放し、⼦どもの
教育を考える機会として、また開かれた学校づくりの⼀環として、年２回実施する。

事業の対象者 市⺠

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

１回目　令和２年６⽉６日（⼟）全市⼀⻫実施予定であったが、コロナウイルス感染拡大防止のため中止

２回目　１０⽉から１１⽉末　各校で実施
　　　　　 ※令和2年度は、コロナウイルス感染拡大防止のため中止

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 ー

　　事業総額 ー

成果指標① 単位

学校フリー参観デー参加者数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

ー
42,000 42,000 42,000 42,000

成果指標② 単位

フリー参観デー参観者数の対前年⽐ ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

フリー参観デー時の授業や⾏事の内容を⼯夫するとともに、引き続き広報にも⼒を入れ、広く市⺠の関⼼を⾼める。⾼齢者の参観も
増やすために、椅⼦や休憩スペースを設けたり、分かりやすい案内表⽰をしたりするなど、各学校に⼯夫を呼びかける。

ー
100 100 100 100

0

20000

40000

60000

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0

40

100

140

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業進捗報告シート
47 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 学校人権・同和教育推進事業 事業期間 昭和

基本事業 人権意識の⾼揚

事業概要・目的

人権・同和教育担当の指導員を各学校に派遣し、研究授業や児童⽣徒への講話、校内研修などを通して、児
童⽣徒及び教職員の人権意識を⾼める。教職員の人権・同和教育推進のため、佐賀市人権・同和教育研究会
に対する研究補助や校内研修補助を⾏う。また、児童⽣徒対象の人権総合学習を、市内６会場で学年別や全
体指導など会場の状況に応じて実施し、児童・⽣徒の基礎学⼒の向上や人権感覚の育成も図る。

事業の対象者 児童⽣徒、教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・義務教育指導係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 互いに尊重し合い、共に創るふれあいのあるまち        
施策 31人権尊重の確⽴

校内研修会等への嘱託指導員の派遣、市同教への研究補助（各種研修会、実践事例集作成）、人権総合
学習の実施令和2年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 1,869

　　事業総額 1,968

成果指標① 単位

人権・同和問題に関⼼がある人の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

55.7
55.9 61.1 61.3 61.5

成果指標② 単位

人権侵害を受けた人の割合 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

人権・同和教育の充実を通して、人権感覚を磨き、児童⽣徒及び教職員の人権意識を⾼める。また、人権総合学習に参加してい
る児童⽣徒の基礎学⼒の向上や人権感覚の育成も図っていく。

3
3 2.9 2.9 2.9
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40

100
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目標 実績
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事務事業進捗報告シート
2 ~ 3

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 スクール・サポート・スタッフ配置事業 事業期間 令和 令和

基本事業 義務教育の充実

事業概要・目的 新型コロナウイルス感染症対策の強化を図ることで増加した教師等の業務をサポートするため、スクール・サポート・
スタッフ（会計年度任用職員）を小中学校に配置する。

事業の対象者 市⽴小中学校児童⽣徒、教職員

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

校舎内の消毒、消毒液の補充、検温の補助、学習プリント等の印刷、配布準備令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 0

　　事業総額 19,809

成果指標① 単位

配置後、職員の1日の勤務時間数が減少した割合

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

42.55
65

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

コロナ感染症対策で増加した教員のサポートをすることにより平均時間外在校等時間の削減につなげることができた。教職員全員が
時間外在校時間が減となるよう、業務の⾒直し等改善を図る。

0

40

100

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績

0

0.4

1

1.4

R2 R3 R4 R4 R6

目標 実績
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事務事業実績報告シート

22 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 小中学校教科書等購入経費 事業期間 平成 年度
担当部署・係名 学校教育課 担当課⻑名 米倉　⼀成

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的
基礎的・基本的な学習内容の定着を図るには、指導にあたって綿密な教材研究が必要であり、参考資料としての
指導書・教科書を確保することが必要不可⽋である。
全小中学校の教師用教科書及び指導書の購入配布を⾏い、教育内容と指導方法の充実を図る。

事業の対象者 小中学校教職員

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

根拠法令等

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 47,720
うち佐賀市の
負担額 47,720

活動実績① 単位

小学校指導書購入冊数 冊

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

1,176

令和２年度の小学校の教科書改訂に伴い、後期の指導書を購入。令和３年度の中学校の教科書改訂に伴い指導書を購入。
概ね４年に１度教科書改訂が⾏われるため、小学校は令和６年度、中学校は令和７年度に改訂される。年度当初から使用する
ため、小学校後期の教科書以外は改訂の前年度予算で購入する。

中学校指導書購入冊数 冊

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

1,258

活動実績② 単位
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事務事業進捗報告シート
9 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 小中学校教育用情報機器整備事業 事業期間 平成

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的 小中学校に教育用情報機器(パソコン教室用パソコン、校内LAN等ネットワーク機器)を整備し、その利活用を⽀
援することで、学校における情報教育を推進し、社会のIT化に対応する児童⽣徒の育成を目指す。

事業の対象者 佐賀市⽴小中学校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・ＩＣＴ利活用教育係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

パソコン教室及び校内LANの維持管理、パソコン教室の機器更新令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 150,829

　　事業総額 150,829

成果指標① 単位

パソコンをたくさん使う授業が重要だと思う児童・⽣徒の割合 %

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

89.4
92 95 97 100

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

⼦供たちが使いやすく、学習の効果を実感できるような、利活用しやすいICT教育環境を整備する。
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事務事業進捗報告シート
22 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 小中学校ICT教育環境整備事業 事業期間 平成

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的 教育現場にICT(情報通信技術)を用いた教育の環境を構築する。市⽴小中学校への電⼦⿊板、学習用の児
童⽣徒用2in1パソコンを整備・維持管理し、ICTを利活用した教育を充実させる。

事業の対象者 市⽴小中学校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・ＩＣＴ利活用教育係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

電⼦⿊板をはじめとしたICT機器の更新・維持管理
ICT機器の効果的な利用のためのICT⽀援員の配置
中学校に学習用2in1パソコンを新たに整備

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 225,487

　　事業総額 225,487

成果指標① 単位

パソコンをたくさん使う授業が重要だと思う児童・⽣徒の割合 %

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

89.4
92 95 98 100

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

⽼朽化した電⼦⿊板等のICT機器の更新を継続しつつ、児童⽣徒⼀人に⼀台の端末が割り当てられる新たな教育環境への対応
のため、ICT⽀援員によるサポートを拡充し、さらに効果的な授業を⾏える環境を整備する。
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事務事業実績報告シート

2 ~ 2

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 小中学校テレビ会議用機器整備事業 事業期間 令和 年度
担当部署・係名 学校教育課 担当課⻑名 米倉　⼀成

令和

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的
新型コロナウイルス感染症対策として、テレビ会議システムを用いたオンライン会議やオンライン授業など、ICT機器
の活用が有効であるため、各校２台ずつ機器を整備し、学校間の会議オンライン化及びテレビ会議システムの授業
への活用に向けた検証を⾏う。

事業の対象者 佐賀市⽴小中学校教職員及び児童⽣徒

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

根拠法令等

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 7,040
うち佐賀市の
負担額 471

活動実績① 単位

整備した機器の台数 台

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

102

テレビ会議システムはネットワークへの負荷が大きいため、利用時間帯や同時接続する台数、使用しているインターネット回線の種類
などの要因により動作が不安定となることがあり、想定している使い方ができないことがあった。
令和３年度にインターネット回線の強化を⾏い、安定して利用できる環境を構築する。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位
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事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 小中学校児童⽣徒用図書整備費 事業期間 昭和

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的 小中学校における学校図書館の充実を図ることで児童⽣徒の学習活動に寄与するとともに、⾃ら学ぶ意欲と社会
の変化に主体的に対応できる能⼒を育成する。

事業の対象者 小中学校児童⽣徒

年度
担当部署・係名 学校教育課・教職員係 担当課⻑名 米倉　⼀成

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

・児童⽣徒用図書購入。
・学校と学校または市⽴図書館との間での図書資料等の相互貸借を促し、⾃校にない図書を児童⽣徒が利活用
できるようにした。

令和2年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 36,466

　　事業総額 36,466

成果指標① 単位

小学校児童⼀人当たりの貸出数 冊

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

151.8
165 165 165 165

成果指標② 単位

中学校⽣徒⼀人当たりの貸出数 冊

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

ほとんどの学校で図書充⾜率が１００％を超えており、今後は図書資料の更新を促進し、学校や児童⽣徒の実態に応じた図書資
料の充実を図る必要がある。また、授業に当たる教諭の意⾒を聞き資源流通便を積極的に利用して資料を収集するなどし、児童⽣
徒により多くの資料を提供することで、貸出冊数の増加を図る。
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事務事業実績報告シート

2 ~ 3

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 小中学校ＧＩＧＡスクール等機器整備事業 事業期間 令和 年度
担当部署・係名 学校教育課 担当課⻑名 米倉　⼀成

令和

基本事業 教育環境の充実

事業概要・目的 ⽂部科学省の提唱するGIGAスクール構想を実現するため、また、新型コロナウイルス感染症による臨時休業時に
学びの保障ができるようにするため、学校の環境を整備し、学習用の⼀人⼀台端末を全児童⽣徒に配備する。

事業の対象者 佐賀市⽴小中学校児童⽣徒

総合計画に
おける位置づけ

政策 ふるさとに愛着と誇りを持ち、魅⼒ある人と⽂化を育むまち   
施策 24就学前からの教育の充実

根拠法令等 ⽂部科学省「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画(2018〜2022年度)」「ＧＩＧＡスクール構想」、佐賀市教育情報化推進計画

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 647,647
うち佐賀市の
負担額 0

活動実績① 単位

購入したパソコンの台数 台

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

13,246

令和２年度は入札を実施し、必要な機器の確保と、GIGAスクール構想に対応するための学校環境整備を委託する業者を決定し
た。
令和３年度は委託業者と協議しながら、新たな教育環境を構築し、２学期からは⼀人⼀台端末環境での新たな学びに取り組める
ように整備を進めていく。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位
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